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 業務手当（基本） 

区  分 内   容 支給額 

鉄
道 

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン 

① 
勤務の 
特性 

作業ダイヤによる勤務に従事する社員  5,000 円 

定例的に深夜帯に勤務する社員 10,000 円 

② 
運転 

取扱業務 
運転取扱業務に従事する社員 10,000 円 

企画戦略 

事業運営・職場のサポートを担う社員 15,000 円 

グループ全体の成長戦略の策定、 
事業のマネジメントを担う社員 

25,000 円 

フロンティア 

イノベーションの実現に向け、専門的
な技術領域で研究・開発等を担う社員
（フロンティアスタッフ） 

25,000 円 

出向業務 出向先での業務を担う社員 20,000 円 

５月７日、輸送サービス労組は会社から「ＪＲ東

日本グループのさらなる飛躍に向けた新たな組織

と働き方について」と題する提案を受けました。提

案内容は、喜㔟陽一社長が2025年新年のあいさつで

「お客さま第一線の職場、本部・支社・本社の組織

再編をさらに進める」「社員一人ひとりの活躍意欲

と力を仕事を通じて最大限発揮できるよう、勤務制

度を含めた人事賃金制度の総合的な改正の検討に

着手していきます」と述べたことを踏まえ示された

ものです。 

提案内容は大きく２つに分けられ、これまでの仕

事・組織の枠組みにとらわれることなく経営環境の

変化に機敏に対応し、新しい仕事の仕組みを構築す

るための『組織の見直し』と、組織の見直しを基盤

として、社員の成長をグループの成長の原動力とし

て成長の好循環を通じて新グループ経営ビジョン

を達成し、ＪＲ東日本グループが持続的に成長する

志の高い企業グループとなるための『人事・賃金制

度の見直し』とされています。 

 

 定年年齢の引上げ：定年を満 65 歳とするが、引上げに伴い、満 60 歳以上の社員はグループ

会社等に原則出向。 

 組織再編を通じ、融合と連携を更に加速させていくため勤務制度等の見直し 

① 特別休日の見直し 

公休日以外の休日を「特別休日」とし、現行の年間 62 日から年間 68 日への増付与 

 ② 労働時間数の見直し 

１箇月単位の変形労働時間制、または１日当たりの所定労働時間及びフレックスタイム

制を適用する社員の１日当たりの標準労働時間は７時間 20 分に。 

 賃金制度の見直し：役割の遂行に対する賃金を軸に据えた体系に。 

 退職手当を廃止し、企業型確定拠出年金を導入 

 再雇用制度の見直し：エルダー社員制度を見直し、セカンドキャリアスタッフ制度の新設。 

 「新たなジョブローテーション」の見直し：挑戦と成長の機会が増えることを踏まえ「新た

なジョブローテーション」における同一担務の従事期間について発展的に解消。 

 実施期日：令和８年４月１日 ※一部項目は令和８年７月１日より実施 

提案内容 人事・賃金制度の見直し（抜粋） 

 

 事業本部の設置 

現行の本部・支社を見直し、現業機関と企画分門を融合し

た「事業本部」を設置する。 

 本社の見直し 

本社内部組織を①グループ戦略部門 ②事業執行部門に見

直すとともに、本社および地方機関の附属機関、新幹線統括

本部、一部の地方機関を見直す。 

 実施期日 

令和８年７月１日 

 

 これまでの２本部 10 支社体制から 36 事業本部体制にし、

より細やかで小回りの利く運営を目指す。 

 第一線の職場と企画部門が融合した組織とし、より一層スピ

ーディーな事業運営を実現するとともに、社員の活躍フィー

ルドを拡大する。 

 事業本部は地域の顔としての役割を担う。 

 （総合）車両センターについては、所在している事業本部の

所属とする。 

提案内容 組織の見直し（抜粋） 
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仲
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追
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Ｒ
東

日
本
グ
ル
ー
プ
で
働
く
す
べ
て
の

仲
間
の
「
安
全
」
と
「
い
の
ち
」
を

守
り
、
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
ワ
ー
ク
（
働

き
が
い
の
あ
る
人
間
ら
し
い
仕

事
）
の
実
現
を
目
指
し
、
取
り
組
み

を
推
し
進
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々
と
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え
か
け
て
い
き
ま
し
ょ

う
！ 

申し入れの詳細は 

右記の二次元コードより 

◇ 定期昇給は１年間の経験による能力の伸長への評

価としてあった。今回の改正でもその考え方は変わ

らないか。 

◇ 人事評価が色濃くなるが、その上で大事なことは評

価への納得感や透明性である。それについての考え

方は。 

✓ 金額は変わったが、今までのものを大きく変えたわ

けではない。能力の伸長により着目し、反映させる

ためである。 

✓ 社員との双方向コミュニケーションが重要になる。

「課題設定→実践→トレース→評価」と人材育成の

サイクルを回していく。事業本部となり、誰が評価

を行うのかは今後決定する。 

◇ 今回の組織再編はどのような目的で実施するのか。 

◇ 2本部10支社体制を36事業本部体制にする根拠は何か。 

◇ この間もお客さまに近いところでの価値創造ということで、施策を進めてきた。統

括センター化の成果と課題は何か。 

◇ 労働基準法令における事業場の考え方はどうなるのか。 

✓ 新時代を築き高みを目指していくにあたり「融合と連携」を加速していくための組

織再編である。新時代とは①社会課題解決への貢献 ②感動の創造、ステークホルダ

ーの期待や潜在的なニーズに応えていくこと。事業本部に求められるのは「マーケ

ットイン」の考えだ。 

✓ 生活圏や商圏、当社グループのご利用状況のほか、都県や市区町村との関り、社員

の活躍フィールドの拡大などを見据えている。36 事業本部は地域の顔であり、機

能の違いはあるが同列だ。 

✓ 現場第一線で取り組めることが増えたのが統括センター化の成果だ。事業本部とす

ることでよりスピーディーに取り組んでいける。 

✓ 事業場の考えについては、新たな組織となるので慎重に検討し、関係する行政機関

と相談している。統括センターはなくなることから、どのような形がいいかフラッ

トな視点で考えている。これまでの支社の考えを蔑ろにするつもりはない。 

※ ＴＬ職＝テクニカルリーダー （円） 

 係 職 指 導 職 主 任 職 主 務 職 
主幹職Ｂ 

ＴＬ職Ｂ 

主幹職Ａ 

ＴＬ職Ａ 

区分６ 4,600  4,700 4,800 5,500 6,100 6,200 

区分５ 4,200  4,300 4,400 5,000 5,500 5,600 

区分４ 3,800 3,900 4,000 4,500 4,900 5,000 

区分３ 3,400 3,500 3,600 4,000 4,300 4,400 

区分２ 3,000 3,100 3,200 3,500 3,700 3,800 

区分１ 2,600 2,700 2,800 3,000 3,100 3,200 

 

職務能力給 

仕
事
に
対
す
る
手
当 

① マネジメント手当 

通勤手当 

② 業務手当 

割増賃金 
超過勤務手当 

③ 特定時間割増手当 

緊急呼出手当 年末年始手当 

期末手当 

日直・宿直手当 

生活に 

対する手当 

④ 住宅等手当 

子ども手当 

企業型確定拠出年金 

遠距離異動手当 

役
割
遂
行
賃
金
（
基
準
内
賃
金
） 

【
等 級 支給額（月額） 

主管職Ａ 57,000 円 

ＴＬ職Ａ 53,000 円 

主幹職Ｂ 54,000 円 

ＴＬ職Ｂ 50,000 円 

主務職 43,000 円 

 

業務手当（指定） 

特に指定した業務を担う社員に支給  各 5,000 円  

【③ 特定時間割増手当】 

準深夜額（Ｆ単価）及び朝夜額（Ｇ単価）を新設し、深夜額（Ｃ単価）を増率 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 18:00  20:00    22:00                                5:00      7:00     9:00 

朝夜額 

Ｇ単価 

（新設） 

15/100 

準深夜額 

Ｆ単価 

（新設） 

30/100 

朝夜額 

Ｇ単価 

（新設） 

15/100 

準深夜額 

Ｆ単価 

（新設） 

30/100 

深夜額 

Ｃ単価 

（率の増） 

45/100 

地域額 ※社員の生活拠点が基準 
地域 A 地域 B 

東京・神奈川・埼玉 
千葉・愛知・大阪 

その他の 
道府県 

45,000 円 10,000 円 

 

住居額          ※ 居住形態ごと 

所有住宅額 賃貸住居額 

10,000〜  
30,000 円 

10,000〜 
50,000 円 

 

別居額       40,000 円  

併
給
な
し 

併給 
あり 

併給 
なし 

※ 働きがいのある人間らしい仕事のこと。国際労働機関 ILOの提唱する「自由」「公平」 

「安全」と「人間としての尊厳」を条件とした、 全ての人のための生産的な仕事をいう。 



 

 


